
様式２－１ ［継続事業分］ １／３

平成２７年度事業別評価調書（チェックリスト）

整理番号 ２ ０１ 事業名 海岸保全施設整備事業 補助 地 区 名 しげおかだいに 関 係 担当部（局） 農林水産部
（侵食対策） 単独 (事業箇所名) 繁 岡 第 二 市町村名 楢葉町 課名 農村基盤整備課

評価の対象となる理由 第１項４号： 前回（平成 21 委員会からの提言：事業継続 県の対応方針：事業継続
評価実施から５年を経過し継続中の事業 年度）評価時 付帯意見： －

の対応方針
事業根拠法・要綱等の名称 海岸法第５条第１項

［事業目的及び全体計画］※[ ]：事業採択時、〈 〉：前回評価（平成２１年度）時 ［事業に関する社会経済情勢］（特記すべき事項）
（１）事業目的 （１）現在の状況

本地区の海岸線は軟岩からなる高さ 40 ～ 50m の崖海岸であり、砂層をはさんでいるため、 事 本事業により防護する区域には、海岸線沿いに防潮林と畑、水田が広がり宅地が点在している。
事 波浪による侵食に対して弱いことから、背後地の崩落を防止する必要がある。 なお、変化の要因としては、東日本大震災に伴う原子力発電所の事故により避難指示解除準備区域

に指定されている。
（２）全体計画 業 （２）変化の有無 有・無
消波堤 Ｌ＝１，４５３ｍ

業 防護面積 Ａ＝３２ｈａ （３）変化の内容
を 東日本大震災の津波により被災し、さらに背後地侵食対策の重要度が増している状況にある。

事業の採択年度 S54 完成目標年度 [H27] 用地着手年度 － 工事着手年度 S54 ・工業用水の安定供給
<H29> ・太陽光発電施設の保全

の H33 巡 （４）地域の協力体制等
本地区は地元から事業促進の要望が強く、工事の実施や消波ブロックの製作ヤード等の用地

事 全体事業費 これまでの これまでの年度別投資実績(27 年度は見込額である。) 確保について非常に協力的である。
業 投資事業費 左の財源内訳又 る

概 費 (うち用地費) 合 計 は負担割合 ～ 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 ［事業に関連する評価指標等］
（

社 （１）主要な評価指標の変化百
万 国 50%

要 円 3,000 1,538 県 50% 1,538 0 0 200 評価指標 事業採択時 ①前回評価時 ②今回評価時 増 減
市町村 - 会 （Ｓ５４） （Ｈ２１） （Ｈ２７） ②－①）

( － ) ( － ) その他 - ( － ) ( － ) ( － ) ( － )
海岸保全施設のない海岸延長 １，４５３ｍ ６８４ｍ ５５１ｍ Δ１３３ｍ

経
進捗率 事業費ベース 51.3% 用地費ベース - ％ その他（整備延長） 62.1 % 防護されていない面積 ３２ｈａ １５ｈａ １２ｈａ △ ３㏊

［整備の状況］ 済
海岸保全施設整備計画に基づき、海岸保全施設の整備を実施している。 （２）その他特記すべき事項

事 平成 22 年度までに消波堤 902m を暫定断面（暫定的に効果発現が可能な計画高）で施工済みで 海岸線は領土、領海の基線となり、その保全は極めて重要である。海岸管理者である県は、海岸
あり、平成 23 年以降に残延長を順次施工する予定であったが、東日本大震災の津波により施工済 情 保全施設を整備し国土保全を行う責務がある。特に、この事業箇所は崖海岸で、侵食されると復元

業 区間が被災した。 することは困難であり、また侵食により失われる国益や県民の利益は非常に大きいことから、この
被災区間の復旧を優先させるために平成 26 年度まで本事業を休止していたが、災害復旧事業の 事業は必要不可欠である。

の 完了の見通しがついたことから、平成 27 年度より事業を再開する。 勢

進 ［事業実施上の課題や問題点、今後の事業見通し］ [環境への影響等]
消波堤が設置された区間は、波が崖に直接作用せず侵食が抑制されている。 等 希少野生動植物の情報に基づく対応 実施 ・ 未実施（ ）

捗 津波により被災した施工済区間（暫定断面 T.P+3.0m,保全延長 L=902m）の災害復旧工事完了の
見通しがついたことから、今後、未整備区間の実施に当たって工事上支障となるものは無い。 （１）環境への影響内容とその対策

状 の 「ふくしまレッドリスト情報管理要領」に基づき、工事実施箇所における希少種の存在の有無を
［関連事業の進捗状況］ 確認し、希少野生動植物がいないことを確認している。

況 特になし なお、工事にあたっては、排出ガス対策型や低騒音型建設機械を使用し環境への配慮をしている。
変

みなし執行額＝全体事業費／全体工期×経過年数＝ 3,000 百万／ 43 年× 36 年＝ 2,512 百万円
（２）その他特記すべき事項

みなし進捗率＝これまでの投資事業費計／みなし執行額＝ 1,538 百万円／ 2,512 百万円＝ 61.2% 化 特になし
（＜ 70 ％）

評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ 評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ
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様式２－２ ［継続事業分］ ２／３

平成２７年度事業別評価調書（チェックリスト）

【地元住民・受益対象者の意向】 計 【計画変更の必要性】
(1) 事業採択時の状況 画 (1) 必要性の有無 有 ・ 無

波浪による海岸線の侵食が著しく農地に被害が及ぶおそれがあるため、早期な対策を要望された。変
地 更 (2) 計画変更の理由及び内容
元 の －
住 必
民 (2) 評価実施時の状況 要
・ 背後農地を保全する効果が大であるため、事業の促進を要望されている。 性
受 ・
益 コ
対 ス 【代替案立案の可能性】
象 ト 本計画は崖海岸における農地等の侵食を防止する 【コスト縮減の取組等（特記すべき事項）】
者 【関係機関・団体の意向】 縮 ための消波堤整備であるため代替案は考えられな 災害復旧事業で造成した消波ブロック製作ヤー
及 (1) 事業採択時の状況 減 い。 ドと仮設道路を引き続き使用することにより、本
び 海岸侵食による被害が農地に及ぶおそれがあるため、早期な対策を要望された。 や 事業における製作ヤードと仮設道路造成費用の縮
関 代 減を図る。
係 替
機 案
関 立
の 案
意 (2) 評価実施時の状況 等
向 楢葉町より農地等を保全する効果が顕著であることから、事業の推進を要望されている。 の

可
能
性 評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ

【総合評価と対応方針案】
評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ (1) 総合評価

【費用対効果分析等】 崖海岸における消波堤整備は、背後農地の保全及び国土保全を図るため必要な整備であり、
(1) 手 法 地元からの事業促進の要望があることから、本年度より事業を再開し、計画通り事業を継続す

海岸事業の費用便益分析指針（平成１６年６月） る必要がある。
【農林水産省農村振興局・水産庁・国土交通省河川局・港湾局】 総
※本指針においては、海岸事業による効果のうち、現在の知見によって貨幣換算可能な便益の計
測手法を示している。

(2) 対応方針及び今後の事業の進め方
費 (2) 費用対効果の変化
用 ［当初計画（前回評価）時］ ［今 回 評 価 時］
対 合 対応方針案 事業継続
効 4,934（百万円） 6,371（百万円）
果 B/C= =1.06(≧ 1.0) B/C= =1.16 (≧ 1.0)
分 4,650（百万円） 5,464（百万円）
析 今後の事業 平成 33 年度完了に向け事業の推進を図る。
等 評 の進め方
の
要 【費用の変化等で特記すべき事項】
因 特になし
の (3) 事業見直し継続、休止、中止する場合の対応
変 価
化 【需要効果の変化等で特記すべき事項】

特になし
－

評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ

201-2



様式２－３ ［継続事業分］ ３／３

平成２７年度事業別評価調書（チェックリスト）

［位置図］及び［事業概要図］

凡例

平 成 ２ ７ 年 度 以 降

平 成 ２ ６ 年 度 ま で

海岸災害復旧事業　

繁岡第二地区 完成断面 T.P+4.0 L=1,453m

消波堤 暫定断面

T.P.+3.0

消波堤 暫定断面

T.P.+3.0

消波堤 暫定断面

T.P.+3.0

海岸保全区域 L=3,330m農村振興局所管 繁岡地区海岸

河川局所管

波倉地区海岸

Ｌ＝６７３ｍ Ｌ＝５５１ｍ Ｌ＝２２９ｍ

繁岡第二地区海岸計画平面図

ＴＰ．(＋) ４．００

ＴＰ．(＋) ３．００

５．９０

３．３０

暫定断面

完成断面

浸食面積 32ha
TP+45.0m

災害復旧

（災害復旧） （災害復旧）

繁岡第二地区

楢葉町
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（別紙）

費 用 対 効 果 分 析

海岸保全施設整備事業

効果（便益）Ｂ Ｂ①
＝

費 用 Ｃ Ｃ①＋Ｃ②

［費用項目］
Ｃ①：当該事業に係る費用
Ｃ②：維持管理費

［効果項目］
Ｂ①：侵食防止便益

侵食が予想される地域（想定侵食地域）内の宅地、農地、林地等の土地価格及び恒久的な施設である家屋や公共土木施設、公益事業等の償
却資産を評価し、被害率を勘案して被害軽減額を算定する。
また、想定侵食地域の施設が消失することに伴う、波及被害額を算定する。

［考え方］
事業採択年度を基準年度として工事期間と完成後５０年間に生ずる効果額、費用額を算出し比較する。

計算例
６，３７１百万

＝ １．１６
４，９２７百万＋５３７百万
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6,371,724

評価期間

⑨

⑩

50

1.16

年総効果（便益）額

海岸利用効果

総費用総便益費（Ｂ／Ｃ）⑪＝⑩÷①

年

千円

工事期間43年

総便益額（現在価値化）

備考

合計 168,502

116,132

330

42,631

（単位：千円）

数値

千円

千円

千円/年

⑥

⑦

千円/年

総事業費（現在価値化）

維持管理費（現在価値化）

森林機能保全効果

農作物保全効果

公共等土木施設保全効果

○総費用総便益費の総括 ○年総効果額の内訳

土地保全効果 7,492

1,918

5,464,481

区分 算定式 効果項目 年効果額

一般資産保全効果

備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③

② 千円

飛砂・飛沫防護効果

海岸環境保全効果

537,657

④＝Σ⑤～⑥

⑤浸水防護効果

侵食防止効果

168,502

－

168,502

－

③

4,926,824

割引率 0

－

－

⑧

1
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